
様式第７号（第５条関係）
	法人町民税更正（決定）通知書


年　　月　　日　　
　　　　　　　　　　様
美幌町長　　　　　　　　　　　
地方税法第20条の９の３・第321条の11の規定により次のとおり更正（決定）しましたので、還付します。（納付してください。）
	事業年度
	年　月　日から
	納税者
	法人名
	

	
	
	
	代表者氏名
	

	
	年　月　日まで
	
	所在地
	

	摘要
	課税標準
	税率
	税額

	更正（決定）による課税標準等
	均等割額　(ａ)
	円
	月
	円

	
	法人税額　(ｂ)
	円
	％
	円

	
	計(ａ)＋(ｂ)　(ｃ)
	
	
	円

	既に納付の確定した町民税額　(ｄ)
	
	円

	この通知により還付（納付）すべき町民税額
(ｄ)－(ｃ)
	
	円

	納期限
	年　　月　　日
	納付場所
	指定金融機関又は収納代理機関


法人の市町村民税を納期限後に納付する場合においては、その納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、年14.6％（次に掲げる税額の区分に応じ、それぞれの期間については年7.3％）の割合を乗じて計算した金額に相当する延滞金をあわせて納付しなければならない。（法326①）
ただし、延滞金（7.3％の割合に限る。）の割合は、当分の間各年の前年の11月30日を経過する時における商業手形の基準割引率に年4.0％を加算した割合が年7.3％に満たない場合には、その年中において、当該商業手形の基準割引率に年4.0％を加算した割合とする。（本法附則第３条の２）
そこで、　　　　年11月30日経過時の商業手形の基準割引率は　　％であったため、特例の規則により4.0％を加算した年　　％を　　　　年中の特例基準割合とする。
	特例基準割合＝各年の前年の11月30日経過時点の商業手形の基準割引率＋4.0％（年7.3％に満たない場合）


ただし、延滞金の基礎となる税額に1,000円未満の端数があるとき又はその税額の全額が2,000円未満であるときは、その端数金額又はその金額を切り捨てるとともに、延滞金に100円未満の端数があるときはこれを切り捨て、その全額が1,000円未満である場合は徴収しない。（法20の４の２②・⑤）
